
設計・監理業務

四会連合協定 
建築設計･監理等業務委託契約書類

設計業務、調査・企画業務にお
ける委託者の中止権

秘密の保持
記録等を他人に閲覧させ、複写
させ又は譲渡してはならない

著作権の帰属
成果物または本件建築物が
著作物に該当する場合 受託者に帰属する

著作物等の利用
委託者は、本件著作建築物を利
用し又は取り壊すことができる

写真、模型、絵画その他の媒体
により表現すること

増築し改築し修繕しまたは模様
替えすること

著作権の譲渡
の禁止

著作成果物および本件著作建築
物にかかる著作権を第三者に譲
渡してはならない

ただし、あらかじめ委託者の書
面による承諾を得た場合はOK

著作権等の保障

設計業務または調査・企画業務
の遂行方法および成果物につ
き、著作権などの第三者の権利
を侵害した場合、その第三者に
対して損害賠償を行わなければ
ならない、

この場合において、委託者の指
示に過失がある時は、委託者は
その過失の割合に応じた負担を
しなければならない。

建築士の独占業務

建築士法 所定の免許を有する建築士でなければ行ってはならない業務

工事監理

工事監理方針の説明

設計図書の内容の把握

設計図書に照らした施工
図等の検討及び報告

工事と設計図書との照合
及び確認

工事と設計図書との照合・確
認、及びその結果報告等

1 立会い確認

2 書類確認

3 抽出による確認

工事監理報告書等の提出

意図伝達等に関する標準業
務の項目及び業務内容

(1)設計意図を正確に伝えるため
の 質疑応答、説明等

工事施工段階において、設計意図を正確に伝えるための
質 疑応答、説明等を建築主を通じて工事監理者及び工事
施工者に対して行う。また、設計図書等の定めにより、
設計意図 が正確に反映されていることを確認する必要が
ある部材、部位等に係る施工図等の確認を行う。

(2)工事材料、設備機器等の選定
に関する 設計意図の観点からの
検討、助言等

設計図書等の定めにより、工事施工段階において行うこ
とに 合理性がある工事材料、設備機器等及びそれらの
色、柄、 形状等の選定に関して、設計意図の観点からの
検討を行い、必要な助言等を建築主に対して行う。

善良な管理者の注意義務
（善管注意義務）

受託者が事務等の管理を行う場合
には、当該職業又は地位にある人
として通常要求される程度の注意
義務を払うこととされている。

施工管理技士

建設業法27条

国土交通大臣が行う所定の技術
検定に合格した者

施工技術の向上を図るため、建
設業者の施工する建設工事に従
事し又はしようとするものを対
象

主任技術者/監理技術者

建設業法26条

工事現場における建設工事の技術上の管理
をつかさどるもの

重要事項

士法24条の７第１項

管理建築士だけでなく、建築士事務所に
属する他の建築士も行うことができる

書面を交付し説明をさせ
なければならない

管理建築士

士法24条2項

建築士として3年以上の設計
等の業務経験を有する

所定の管理建築士講
習を修了したもの

兼務OK

標準業務

業務経費

直接人件費

特別経費

出張旅費

特許使用料

建築主の特別の依頼

直接経費

関節経費

技術料等経費

その他の標準業務

工事請負契約の目的物の引渡し
の立会い

工事費支払いの審査
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設計・監理業務等に関する次の記述のうち、建築士法第 25 条の規定に基づく「建築士事務所の開設
者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準（平成 31 年国土交通省告示第 98 号）」に
照らして、最も不適当なものはどれか。

1 ．直接人件費は、設計等の業務に直接従事する者のそれぞれについての当該業務に関して必要とな
る給与、諸手当、賞与、退職給与、法定保険料等の人件費の 1 日当たりの額に当該業務に従事する延
べ日数を乗じて得た額の合計とする。

2 ．工事監理に関する標準業務には、設計図書の定めにより、工事施工者が作成し提出した施工図と
工事を照合し、それが施工図のとおりに実施されているかを確認するために行う業務が含まれる。

❌

3 ．工事監理に関する標準業務には、工事施工者から工事に関する質疑書が提出された場合、設計図
書に定められた品質（形状、寸法、仕上がり、機能、性能等を含む。）確保の観点から技術的 に検討
し、必要に応じて建築主を通じて設計者に確認の上、回答を工事施工者に通知する業務が含まれる。

4 ．工事監理に関する標準業務と一体となって行われるその他の標準業務には、工事請負契約の定め
により工事施工者が作成し、提出する工程表について、工事請負契約に定められた工期及び設計図書
に定められた品質が確保できないおそれがあるかについて検討し、確保できないおそれがあると判断
するときは、その旨を建築主に報告する業務が含まれる。
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 設計・監理業務等に関する次の記述のうち、建築士法第 25 条の規定に基づく「建
築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準（平成 31 
年国土交通省告示第 98 号）」に照らして、最も不適当なものはどれか。

1 ．業務経費は、それぞれ算定される直接人件費、特別経費、直接経費及び間
接経費の合計額であり、これらの経費には課税仕入れの対価に含まれる消費税
に相当する額は含まれない。

2 ．特別経費は、設計等の業務において発揮される技術力、創造力等の対価と
して支払われる費用である。

❌

3 ．設計者は、設計図書の定めにより、工事施工段階において行うことに合理
性がある工事材料、設備機器等及びそれらの色、柄、形状等の選定に関して、設
計意図の観点からの検討を行い、必要な助言を建築主に対して行う。

4 ．工事監理者は、設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出する施
工図、製作見本、見本施工等が設計図書の内容に適合しているかについて検討
し、建築主に報告する。
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建築関係の資格者に関する次の記述のうち、最も不適当なもの
はどれか。

1 ．二級建築士事務所を管理する二級建築士が、一級
建築士事務所の管理建築士となるには、一級建築士の
免許を取得後、 3 年以上の建築物の設計、工事監理等
に関する業務に従事する必要がある。

❌

2 ．一級建築士事務所において、建築士法で定める重
要事項の説明については、管理建築士のほか当該一級
建築士事務所に属する一級建築士も行うことができ
る。

3 ．監理技術者は、工事現場における建設工事を適正
に実施するため、当該建設工事の施工計画の作成、工
程管理、品質管理等を行うとともに当該建設工事の施
工に従事する者の技術上の指導監督の職務を誠実に行
う必要がある。

4 ．施工管理技士は、施工技術の向上を図るため、建
設業者の施工する建設工事に従事し又はしようとする
者を対象として行う技術検定に合格した者である。
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建築物の設計・工事監理等に関する次の記述のう
ち、最も不適当なものはどれか。

1 ．四会連合協定｢建築設計・監理等業務委託契約約
款｣における建築設計業務委託契約において、委託者
は、必要があると認めるときは、受託者に書面をもっ
て通知して、設計業務の全部又は一部の中止を請求する
ことができる。

2 ．四会連合協定｢建築設計・監理等業務委託契約約
款｣における建築設計業務委託契約において、受託者
は、委託者の承諾なく、成果物、未完了の成果物及び
設計業務を行ううえで得られた記録等を他人に閲覧さ
せ、複写させ、又は譲渡してはならない。

3 ．建築士法に定められた、設計又は工事監理の契約
を締結する際に行う重要事項（業務の内容及 びその履
行に関する事項）の説明等は、管理建築士以外の建築
士が行ってはならない。

❌

4 ．工事監理業務においては、一般に、民法における｢善
良な管理者の注意義務（善管注意義務）｣が求められてお
り、この義務を怠り損害が生じた場合には、監理業務委
託契約書に明記されていなくても過失責任が問われるこ
とがある。
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 著作権に関する次の記述のうち、四会連合協定「建築設
計・監理等業務委託契約約款」に照らして、最も不適当な
ものはどれか。なお、「成果物」は建築設計業務委託契約
において受託者が委託者に提出した設計図書等の設計成果
物とし、「本件建築物」は当該成果物を利用して完成した
建築物とする。

１．本件建築物が著作物に該当する場合、当該著作権は
受託者に帰属する。

２．委託者は、本件建築物が著作物に該当する場合であ
っても、当該本件建築物を写真、模型、絵画その他の媒
体により表現し、利用することができる。

３．受託者は、成果物が著作物に該当する場合であって
も、受託者の権利により、委託者の承諾を得ることな
く、当該著作権を第三者に譲渡することができる。

❌

４ ．受託者は、成果物によって第三者の著作権を侵
害した場合、原則として、第三者に対して損害の賠償
を行わなければならない。
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次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．「工事監理」、「工事と設計図書との照合及び確認の結果報告
等」及び「工事監理の結 果報告」は、建築士法における、いわゆる
「建築士の独占業務」に該当する。

２．工事監理の具体的で詳細な実施方法(工事と設計図書との照合及
び確認の具体的な    対象、方法や業務の範囲)は、建築士法では定め
られていない。

３．建築士事務所が行う監理業務には、一般に、「工事請負契約の目
的物の引渡しの立 会い」と「工事費支払いの審査」が含まれる。

４．工事監理を行う一級建築士は、所定の登録講習機関が実施する監
理技術者講習を受講しなければならない。

❌
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建築士法第 25条の規定に基づく「建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の
基準(平成 21年国土交通省告示第 15号)」に照らし、「工事監理に関する標準業務」の業務内容として、最
も不適当なものは、次のうちどれか。

１．設計図書の内容を把握し、設計図書に明らかな、矛盾、誤謬、脱漏、不適切な納まり等を発見した場
合には、設計者に報告し、必要に応じて工事施工者に確認する。

❌

２．設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出する施工図(躯体図、工作図、製作図等をい
う。)、製作見本、見本施工等が設計図書の内容に適合しているかについて検討し、建築主に報告する。

３．工事施工者の行う工事が設計図書の内容に適合しているかについて、設計図書に定めのある方法によ
る確認のほか、目視による確認、抽出による確認、工事施工者か ら提出される品質管理記録の確認等、確
認対象工事に応じた合理的方法により確認 を行う。

４．工事と設計図書との照合及び確認の結果、工事が設計図書のとおりに実施されてい ないと認めるとき
は、直ちに、工事施工者に対して、その旨を指摘し、当該工事を 設計図書のとおりに実施するよう求め、
工事施工者がこれに従わないときは、その旨を建築主に報告する。
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建築物の設計・工事監理等に関する次の記述のうち、最
も不適当なものはどれか。

１．設計受託契約には、建築物の設計に関わる著作権の取
扱いに関する事項を定めることができる。

２．建築士事務所の開設者は、設計受託契約を締結したと
きは、遅滞なく、「作成する 設計図書の種類」、「設計に
従事することとなる建築士の氏名」、「報酬の額と支払の 
時期」等について記載した書面を委託者に交付しなければ
ならない。

３．工事監理業務においては、一般に、「善良な管理者の
注意義務(善管注意義務)」が求められており、この義務を怠
り損害が生じた場合には、契約に明記されていなくて も過
失責任が問われることがある。

４．建築士事務所の開設者は、管理建築士を兼務すること
はできない。

❌
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建築物の設計・工事監理の契約に関する次の記述の
うち、最も不適当なものはどれか。

１．一級建築士の設計によらなければならない建
築物の工事において、設計施工一貫の工事であれ
ば、工事監理者を置く必要はない。

❌

２．工事監理者は、工事が設計図書のとおりに実施さ
れていないと認めるときは、直ちに工事施工者に対し
てその旨を指摘し、設計図書のとおりに工事を実施す
るように求め、工事施工者がこれに従わないときに
は、その旨を建築主に報告しなければな らない。

３．一級建築士事務所において、建築士法で定める重
要事項の説明については、管理建 築士のほか、当該建
築士事務所に属する一級建築士も行うことができる。

４．建築士は、建築士事務所としての登録を受けな
いで、他人の求めに応じ、報酬を得て、設計又は工
事監理の業務を行ってはならない。
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建築の資格者等に関する次の記述のうち、最も不適
当なものはどれか。 

１．管理建築士は、その建築士事務所の業務に係
る技術的事項を総括する者である。

２．施工管理技士は、施工技術の向上を図るた
め、建設業者の施工する建設工事に従事し又はし
ようとする者を対象として行う技術検定に合格し
た者である。

３．工事監理者は、建築士の設計によらなければな
らない建築物の工事を行う場合に、 建築主が選定
しなければならない建築士である。

４．監理技術者は、主任技術者を補佐するため
に、工事請負者が工事現場に置かなけれ ばならな
い専任の技術者である。

❌
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設計及び工事監理の契約等に関する次の記述のうち、最も不適当なも
のはどれか。

1 ．建築設計受託契約とは、建築設計業務を建築主が設計者に対して依
頼することを契約することであり、各々の対等な立場における合意に基
づいて公正な契約をしなければならない。

2 ．重要事項説明とは、作成する設計図書の種類や、工事監理に際して
工事と設計図書との照合方法等を建築主に対し説明することであり、契
約締結後、速やかに実施する必要がある。

❌

3 ．四会連合協定「建築設計・監理等業務委託契約約款」を使用して契
約する、委託者、受託者双方は、完成した建築物について、新たに意匠
登録を受けようとする場合、相手側の承諾を得る必要がある。

4 ．「建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる
報酬の基準（平成 31 年国土交通省告示第 98 号）」における実費加算方
法とは、業務経費（直接人件費、特別経費、直接経費、間接経費）、技
術料等経費及び消費税に相当する額を個別に積み上げたうえで合算して算
出す   る方法である。


